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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

  せん。 

３．平成16年10月20日付で１株を２株に分割いたしました。 

  なお、第29期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

営業収益（千円） 1,130,495 2,172,043 2,281,279 3,367,190 4,755,687 

経常利益又は経常損失(△)（千円） △164,510 146,310 180,527 126,992 301,430 

中間（当期）純利益又は純損失(△)

（千円） 
△143,664 85,089 109,925 76,523 177,844 

純資産額（千円） 3,785,120 4,007,302 4,094,432 4,052,315 4,104,659 

総資産額（千円） 5,146,035 5,591,316 6,127,120 4,710,808 5,057,265 

１株当たり純資産額（円） 774.07 819.50 418.66 828.71 419.30 

１株当たり中間（当期）純利益又は

純損失(△)金額（円） 
△29.38 17.40 11.24 15.65 17.78 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 73.6 71.7 66.8 86.0 81.2 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
287,599 776,392 624,944 △233,379 456,227 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
21,774 △1,048,582 378,127 332,054 △995,478 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△73,348 △48,899 △106,375 △73,348 △48,973 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
2,372,303 1,885,718 2,517,503 2,204,552 1,618,059 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］（人） 

83 

〔11〕

87 

〔11〕

88 

〔11〕 

80 

〔11〕

81 

〔11〕 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

  せん。 

３．平成16年10月20日付で１株を２株に分割いたしました。 

  なお、第29期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

    

回次 第28期中 第29期中 第30期中 第28期 第29期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

営業収益（千円） 1,130,495 2,172,043 2,281,279 3,367,190 4,755,687 

経常利益又は経常損失(△)（千円） △162,048 146,444 178,013 131,470 300,080 

中間（当期）純利益又は純損失(△)

（千円） 
△141,116 86,057 108,497 80,682 176,791 

資本金（千円） 932,550 932,550 932,550 932,550 932,550 

発行済株式総数（株） 4,890,000 4,890,000 9,780,000 4,890,000 9,780,000 

純資産額（千円） 3,805,401 4,030,447 4,114,063 4,072,894 4,125,400 

総資産額（千円） 5,167,035 5,614,544 6,147,289 4,732,847 5,079,490 

１株当たり純資産額（円） 778.21 824.24 420.67 832.92 421.42 

１株当たり中間（当期）純利益又は

純損失(△)金額（円） 
△28.86 17.60 11.09 16.50 17.67 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
－ － － 10.00 11.00 

自己資本比率（％） 73.6 71.8 66.9 86.1 81.2 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］（人） 

83 

〔11〕

87 

〔11〕

88 

〔11〕 

80 

〔11〕

81 

〔11〕 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありませんが、本報告書では適宜、顧客年齢層別、商品別、旅行種別、渡航先別等の記載を行います。 

ａ．年齢別顧客構成 

ｂ．商品別売上高構成比率 

 （注） その他売上は、保険手数料及び渡航申請手数料等の収入であります。 

ｃ．種別旅行売上高構成比率 

区分 

 顧客構成 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日）

39歳以下 51人 1.4％ 54人 1.3％ 144人 1.6％

40歳代 63 1.7 46 1.1 128 1.4 

50歳代 241 6.4 280 6.7 570 6.3 

60歳代 1,727 46.1 1,737 41.6 3,819 42.4 

70歳代 1,534 40.9 1,883 45.1 3,966 44.0 

80歳以上 130 3.5 175 4.2 382 4.3 

合計 3,746 100.0 4,175 100.0 9,009 100.0 

区分 

売上構成比率（％） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日）

旅行売上 99.5 99.4 99.5 

その他売上 0.5 0.6 0.5 

合計 100.0 100.0 100.0 

区分 

 売上構成比率（％） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日）

主催旅行 92.4 92.7 93.7 

手配旅行 7.6 7.3 6.3 

合計 100.0 100.0 100.0 



ｄ．渡航先別旅行売上高構成比率 

ｅ．渡航先別旅行者数構成比率 

行先 

 売上構成比率（％） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日）

ヨーロッパ 75.9 76.2 57.5 

ロシア 5.9 5.4 4.2 

中東 － 2.7 4.0 

北米 10.3 9.0 11.3 

中南米 0.2 － 4.3 

オセアニア 1.0 1.0 4.5 

アジア 3.0 4.3 8.3 

アフリカ － － 3.2 

その他 3.7 1.4 2.7 

合計 100.0 100.0 100.0 

行先 

 売上構成比率（％） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日）

ヨーロッパ 72.7 72.3 53.9 

ロシア 6.7 5.9 4.5 

中東 － 4.4 4.7 

北米 10.8 7.8 10.7 

中南米 0.0 － 3.1 

オセアニア 1.5 1.1 5.0 

アジア 6.8 8.2 15.0 

アフリカ － 0.1 2.4 

その他 1.5 0.2 0.7 

合計 100.0 100.0 100.0 



ｆ．利用回数別内訳 

 （注）１．「延べ人数」とは、年間の利用者総数であり、１年間に２回参加している場合「２人」とカウントしており

ます。 

２．「リピーター比率」は、延べ人数に占めるリピーターの割合を示しております。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 平成17年９月30日現在の当社グループの従業員数は、88名、臨時雇用者数は、11名となっております。 

 なお、当社グループの事業は旅行業という単一セグメントに属するため、事業の種類別セグメントに係る記載

は、該当がありません。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

区分 

 顧客構成（人） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日）

１回（新規） 1,112 1,204 2,292 

２回 649 663 1,299 

３回 391 446 870 

４回 281 330 573 

５回以上 1,042 1,085 2,080 

合計 3,475 3,728 7,114 

延べ人数 3,746 4,175 9,009 

リピーター比率（％） 70.3 71.2 74.6 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 88 (11) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績が好調に推移し、雇用環境の改善、個人消費や設備投資の回復

も浸透し、景気は踊り場から脱却し緩やかな回復基調で推移してきました。しかしながら、夏場以降の急激な原油価格

の高騰による原料・素材価格の上昇、為替の著しい変動、国際情勢の行方等、引続き不透明感は残り本格的な回復には

至らずに終わりました。  

 海外旅行業界を取り巻く環境としましては、1964年の海外旅行自由化以来、海外旅行は概ね増加傾向にありました

が、2001年度にはアメリカ同時多発テロ、2003年度にはイラク戦争及び新型肺炎(ＳＡＲＳ)の影響を受け、13,296千人

とほぼ10年前の水準にまで落ちこみました。そうした経緯の中、本年度は、個人消費の回復を背景に、中部国際空港の

開設が重なり1月から7月までの海外渡航者数は、976万人と前年伸び率7.9%と順調に推移し、2005年度の海外渡航者数

は、昨年度を上回る1,750万人に達するものと予想されます。 

 一方、海外渡航者数は増加傾向にありながらも、ユーザーの購買行動の変化に伴い、インターネットによる旅行サイ

トの増加により、既存旅行業社を通さない海外渡航者数は毎年増加傾向にあり、業界全体として、近い将来旅行予約の

多くの部分をネットに奪われる可能性もあり、厳しい状況が続くものと予想されます。また、単純な観光旅行だけでな

く、デスティネーションの風土・慣習などに目的を持ち始めたユーザーが増えつつあることから、高品質志向のユーザ

ーと低価格志向のユーザーの二分化が更に進み、海外旅行業界は、今後益々、商品内容面・価格面での優位性が問わ

れ、市場環境は競争激化するものと考えられ、全体としては引続き楽観を許さない状況で推移しました。  

 このような状況の下、当社グループは「疲れのないゆとりある豊かな旅」の理念を更にツアーに反映するため、『中

期経営戦略３ヵ年計画』に留意した経営活動を積極的に展開し、顧客満足度の更なる追求とサービスのより一層の向上

を目指すべく、市場調査をより綿密・的確に行い、顧客アンケートからユーザーの意見を徹底的に吸上げ・改善し、

「ゆったり度」が高く、「体に負担のかからないツアー」を基本に、商品の企画を立案してまいりました。 

 販売面におきましては、河クルーズの専用客船「セレナーデⅠ号」を利用した商品が、計画通り販売に寄与したこと

により、当社が力を入れているクルーズの販売は、前年を上回る結果となりました。一方、クルーズ以外の商品につき

ましては、イラク戦争、新型肺炎ＳＡＲＳといった業績に過大な影響を及ぼす事態は起こりませんでしたが、当社の主

要渡航先である欧州への渡航者数は、横ばいであることに加え、中国の反日暴動、イギリス・エジプトで多発したテロ

等の影響により少なからず業績に影響を与え、完全回復に至らない水準で推移しました。 

 その結果、当中間連結会計期間の営業収益は、22億８千１百万円（前年同期比5％増）となりました。利益面におき

ましては、業務提携に伴う貸付金利息及び有価証券等の運用等により、経常利益は１億８千万円（前年同期比23.4％

増）、中間純利益は１億９百万円（前年同期比29.2％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

＜キャッシュ・フロー計算書概要＞ 

 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は、下記のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動における資金の増加は、624,944千円となりました。 

 主な増加要因としては、税金等調整前中間純利益178,046千円の計上と営業債権・債務残高の変動に伴う資金が

599,374千円増加したこと及び法人税等の支払による減少116,019千円によるものであります。 

 前年同期と比べて151,447千円減少した主な要因としては、税金等調整前中間純利益が前年同期と比べて31,735千円

増加したこと及び法人税等の支払及び還付等による資金が157,157千円減少したことによるものであります。 

  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 比較増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
624,944 776,392 △151,447 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
378,127 △1,048,582 1,426,709 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△106,375 △48,899 △57,476 

現金及び現金同等物期末残高 

（千円） 
2,517,503 1,885,718 631,785 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の増加は、378,127千円となりました。 

 主な要因としては、業務提携に伴う貸付金の回収による収入65,397千円及び投資有価証券等の運用による収入

314,435千円によるものであります。 

 前年同期と比べて1,426,709千円増加した主な要因としては、前年同期の業務提携に伴う貸付金の支出1,420,337千円

によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動における資金の減少は106,375千円となりました。これは配当金の支出によるものであります。 

 前年同期と比べて57,476千円の資金が減少した主な要因は、配当金の支出額の増加によるものであります。 

 

 この結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は2,517,503千円となり、前年同期末に比べ631,785千円増加いたし

ました。 

 

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は下記のとおりであります。 

 （注）  自己資本比率：自己資本／総資産    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオに関しては、借入金及び有利子社債等の発生がないため省略して

おります。 

 １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

  

  平成15年３月期  平成16年３月期 平成17年３月期  平成18年３月期中間  

自己資本比率（％） 81.3 86.0 81.2 66.8 

時価ベースの自己資本比

率（％）  
44.8 65.8 121.8 93.1 



２【受注及び販売の状況】 

 当社グループの事業は旅行業という単一セグメントに属するため、事業の種類別セグメントに係る記載は該当があ

りません。したがって、本報告書では事業の種類別セグメントに係る記載に代えて、適宜、顧客年齢層別、商品別、

旅行種別、渡航先別等の記載を行っております。 

(1）商品仕入実績 

 （注）１．地上費         主催旅行における海外現地の宿泊費、交通費、その他の費用等であります。 

２．ホテル・チケット等   手配旅行におけるホテル、チケット等であります。 

(2）販売実績 

ａ．商品別売上高 

 （注） その他売上は、保険手数料及び渡航申請手数料等の収入であります。 

ｂ．種別旅行売上高 

商品名 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

航空運賃（千円） 662,342 745,834 1,507,663 

地上費（千円） 757,591 743,036 1,648,141 

ホテル・チケット等 

（千円） 
18,543 24,078 36,773 

その他（千円） 99,919 114,046 225,777 

合計（千円） 1,538,397 1,626,996 3,418,356 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

旅行売上（千円） 2,161,160 2,268,707 4,731,992 

その他売上（千円） 10,882 12,572 23,695 

合計（千円） 2,172,043 2,281,279 4,755,687 

区分 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

主催旅行（千円） 1,996,709 2,101,434 4,432,981 

手配旅行（千円） 164,450 167,273 299,010 

合計（千円） 2,161,160 2,268,707 4,731,992 



ｃ．渡航先別旅行売上高 

ｄ．渡航先別旅行者数 

行先 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

ヨーロッパ（千円） 1,639,581 1,729,644 2,718,415 

ロシア（千円） 128,317 121,277 196,726 

中東（千円） － 60,013 190,427 

北米（千円） 222,665 204,644 535,006 

中南米（千円） 3,495 93 203,708 

オセアニア（千円） 22,742 21,887 214,013 

アジア（千円） 65,130 97,656 393,335 

アフリカ（千円） － 1,502 151,559 

その他（千円） 79,228 31,985 128,798 

合計（千円） 2,161,160 2,268,707 4,731,992 

行先 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

ヨーロッパ（人） 2,724 3,018 4,848 

ロシア（人） 249 246 408 

中東（人） － 183 426 

北米（人） 404 324 962 

中南米（人） 1 － 281 

オセアニア（人） 56 45 447 

アジア（人） 255 344 1,355 

アフリカ（人） － 3 215 

その他（人） 57 12 67 

合計（人） 3,746 4,175 9,009 



３【対処すべき課題】 

  当中間連結会計期間において、当グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。  

  なお、前連結会計年度に掲げた課題に対処するために、平成19年３月を最終年度とする中期経営戦略３ヵ年計 

 画を平成16年３月より策定し実行しております。 

  その内容として、顧客満足の更なる追求、販売の強化と拡充、サービスのより一層の向上が挙げられます。 

 この計画を実行するために下記の施策を進めてまいります。 

 (1) 当社の企業理念のひとつである「安心の旅をお届けする」をより徹底し、外務省発表の海外旅行危険情報や 

   当社独自の判断と検討に基づき、顧客に安心してご旅行していただける地方・方面の旅行のみを催行する。 

 (2) 当社の基本方針である「ゆとりある豊かな旅」の具体的施策として、より一層のゆとり・サービス・満足度 

   を提供することを目的として、経営企画室を中心に組織横断的に全ての企画をチェックし、信頼をより高め  

   る。 

 (3) お客様のご希望、ご意見をより具体的に反映させていくため、社員による顧客窓口担当制の更なる充実を図 

   り、ＣＭＲ(カスタマー・リレーション・マーケティング)を実践して、顧客との距離感を感じさせない、顔 

   の見える営業を心がける。また、首都圏地域のお客様に対しては、ご自宅へのご訪問などを通じお客様との 

   接点を常に持ち続け、より一層の信頼やサービスの向上に努める。 

 (4) 旅行説明会や月間情報誌「スカイニュース」などを通じて、旅行についてのタイムリーな情報提供をすると 

   ともに、お客様の不安や疑問を解消することに努め、信頼に結びつける努力をする。 

 (5) 顧客管理システムの見直し 

   今年４月より施行された個人情報保護法を厳守すべく顧客管理システムの一層の充実と再構築を図り、タイ 

   ムリーに顧客の要望、情報に対処し、販売の拡充に努める。 

 (6) 顧客満足度の向上と、販売の強化と拡充を目的とした事業展開の実施 

   ①当社が開発した河クルーズ客船「セレナーデⅠ号」を利用した商品の告知を徹底し、顧客の知名度を高め 

    るとともに、販売力の拡充を図る。 

    <セレナーデⅠ号>の概要 

    『高品質の旅』『ゆとりある豊かな旅』をお客様に提供すべく、従来の河船客室を拡大し、浴室・トイレ 

     付きのジュニアスイート仕様と致しました。また、定員も168名仕様を136名仕様と改造しております。 

     また、当社が建造資金を貸与することにより、従来と同価格でワンランク上の河の船旅を顧客へ提供で 

         きるシステムとしました。  

   ②当社が開発したヨーロッパ地域における観光バス「スーパー・リラックス・カー」を利用した商品の告知 

    を徹底し、顧客の知名度を高めるとともに、販売力の拡充を図る。 

    <スーパーリラックス・カー>の概要 

    従来の観光バスを改良して30名の定員とし、通路及び座席間を広くとり、当社の顧客に合った、ゆったり 

    とした疲れない車内空間に作り上げております。また、高年齢者が乗り降り時に楽なように、車高の調整 

    を可能にしてあります。 

    現在、スーパー・リラックス・カーは、オランダに５台、ドイツに３台、イタリアに２台配置して顧客に 

    好評をいただいております。 

   ③社員に対しサービス業の原点である顧客第一主義の徹底を図り、社内外での教育を充実し、より満足いた 

    だける顧客サービスの提供が出来る添乗員の養成に努める。 

   ④定期的な旅行説明会を通して、当社ツアーの基本理念である「ゆとりある豊かな旅」「疲れない旅」の啓 

    蒙活動を行い、新規顧客数の拡大に努める。 

 (7) 新規商品の開発 

   ①既存顧客の需要を掘り起こすために、顧客アンケートを分析し、顧客のニーズに対応できる商品の開発に 

    努める。 

   ②昨今注目されている2007年度の団塊の世代マーケットを見据えて、あえて激化するであろう価格競争から 

        一線を画し、その上の年代層に対して、「セレナーデⅠ号」・「スーパー・リラックス・カー」等の他社 

    にはないプロダクトにより異なる商品の訴求に努める。 

    ③従来の顧客層を超えた新規顧客を獲得する(女性の心をつかむ商品・さらに疲れない旅の商品・地方都市な 

        ど周遊ツアーから漏れる観光地を重点的に訪れる商品・クルーズ商品等)商品の開発に努める。 

  



４【経営上の重要な契約等】 

      当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

  該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間について、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において 、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 15,600,000 

計 15,600,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,780,000 9,780,000 
東京証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 9,780,000 9,780,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年4月1日～  

平成17年9月30日  
－ 9,780,000 － 932,550 － 911,300 



(4）【大株主の状況】 

（注） 当事業年度末現在における、日本トラスティサービス信託銀行株式会社の信託業務の株式数については、当社と

して把握することができないため記載しておりません。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

久野木 和宏 神奈川県横浜市栄区元大橋1-20-14 3,542 36.23 

久野木 博子 神奈川県横浜市栄区元大橋1-20-14 586 6.00 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海1-8-11 280 2.87 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 275 2.81 

ニッコウトラベル社員持株会 
東京都中央区京橋1-1-1 八重洲ダイビル2

階 
166 1.71 

久野木 直人 神奈川県横浜市栄区元大橋1-20-14 122 1.26 

久野木 麻子 神奈川県横浜市栄区元大橋1-20-14 122 1.26 

久野木 義人 神奈川県横浜市栄区元大橋1-20-14 122 1.26 

久野木 康二 滋賀県大津市大平1-21-22 116 1.19 

エイアイユーインシュアランスカ

ンパニー 

 (常任代理人  シティバンク、エ 

 ヌ・エイ東京支店) 

東京都千代田区丸の内1-1-3 

 (東京都品川区東品川2-3-14) 
110 1.12 

計         ――― 5,446 55.69 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） １．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,779,100 97,791 － 

単元未満株式 普通株式    700 － － 

発行済株式総数 9,780,000 － － 

総株主の議決権 － 97,791 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社 

ニッコウトラベル 

東京都中央区京橋１

丁目１番１号 
200 － 200 0.00 

計 － 200 － 200 0.00 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 640 619 600 595 588 
  

598 

最低（円） 540 565 561 574 563 
  

550 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30

日）及び当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）

の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     681,352 1,744,039   844,662 

２．営業未収入金     85,143 66,522   132,120 

３．有価証券     1,267,719 1,075,279   926,773 

４．たな卸資産     2,430 8,639   2,572 

５．旅行前払金     310,301 469,243   88,625 

６．繰延税金資産     39,504 31,958   23,218 

７．その他     173,112 381,088   178,720 

８．貸倒引当金     △60 △60   △60 

流動資産合計     2,559,504 45.8 3,776,711 61.6   2,196,634 43.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物 ※１ 61,052   56,952 58,887   

(2）土地   37,780   37,780 37,780   

(3）その他 ※１ 15,136 113,968 11,797 106,530 13,396 110,064 

２．無形固定資産           

(1）ソフトウェア   5,586   4,809 4,339   

(2）その他   14,617 20,203 14,617 19,427 14,617 18,956 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   1,113,871   551,366 1,001,073   

(2）長期貸付金   1,394,097   1,263,302 1,328,699   

(3）保険積立金   135,954   147,427 147,427   

(4）敷金及び保証金   194,671   194,830 194,863   

(5）繰延税金資産   53,485   60,525 52,053   

(6）その他   8,434   9,875 10,367   

(7）貸倒引当金   △2,875 2,897,639 △2,875 2,224,451 △2,875 2,731,607 

固定資産合計     3,031,811 54.2 2,350,408 38.4   2,860,630 56.6

資産合計     5,591,316 100.0 6,127,120 100.0   5,057,265 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．営業未払金     301,484 357,557   199,725 

２．未払法人税等     97,392 80,366   121,069 

３．旅行前受金     1,007,019 1,269,453   512,892 

４．賞与引当金     32,170 30,570   23,600 

５．その他     85,925 226,594   31,052 

流動負債合計     1,523,993 27.2 1,964,543 32.1   888,339 17.5

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金     60,020 68,144   64,265 

固定負債合計     60,020 1.1 68,144 1.1   64,265 1.3

負債合計     1,584,013 28.3 2,032,687 33.2   952,605 18.8

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     932,550 16.7 932,550 15.2   932,550 18.4

Ⅱ 資本剰余金     911,300 16.3 911,300 14.9   911,300 18.0

Ⅲ 利益剰余金     2,213,678 39.6 2,304,782 37.6   2,306,433 45.6

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    △50,119 △0.9 △54,019 △0.9   △45,443 △0.9

Ⅴ 自己株式     △106 △0.0 △180 △0.0   △180 △0.0

資本合計     4,007,302 71.7 4,094,432 66.8   4,104,659 81.2

負債・資本合計     5,591,316 100.0 6,127,120 100.0   5,057,265 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益     2,172,043 100.0 2,281,279 100.0   4,755,687 100.0 

Ⅱ 営業原価     1,678,849 77.3 1,773,327 77.7   3,709,735 78.0

営業総利益     493,193 22.7 507,952 22.3   1,045,952 22.0

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※１   438,329 20.2 435,198 19.1   905,826 19.0

営業利益     54,864 2.5 72,753 3.2   140,125 3.0

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   4,001   28,513 33,182   

２．受取配当金   23,749   35,797 27,688   

３．投資有価証券売
却益 

  54,234   40,270 91,430   

４．受取オプション
料 

  1,818   － 1,818   

５．為替差益   9,468   2,002 8,406   

６．その他   8,052 101,323 4.7 1,190 107,773 4.7 8,955 171,482 3.5

Ⅴ 営業外費用           

１. 投資有価証券売
却損 

  －   － 300   

２．デリバティブ評
価損 

  9,101   － 9,101   

３．貸倒引当金繰入   775 9,877 0.5 － － － 775 10,177 0.2

経常利益     146,310 6.7 180,527 7.9   301,430 6.3

Ⅵ 特別損失           

１．役員退職慰労金   －   2,481 －   

２. 固定資産除却損 ※2  － － － － 2,481 0.1 129 129 0.0

税金等調整前中
間（当期）純利
益 

    146,310 6.7 178,046 7.8   301,301 6.3

法人税、住民税
及び事業税 

  95,486   79,445 143,213   

法人税等調整額   △34,265 61,221 2.8 △11,325 68,120 3.0 △19,756 123,456 2.6

中間（当期）純
利益 

    85,089 3.9 109,925 4.8   177,844 3.7

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     911,300 911,300   911,300

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    911,300 911,300   911,300

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     2,177,487 2,306,433   2,177,487

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．中間（当期）純利益   85,089 85,089 109,925 109,925 177,844 177,844

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   48,899 107,576 48,899 

２．役員賞与   － 48,899 4,000 111,576 － 48,899

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    2,213,678 2,304,782   2,306,433

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  146,310 178,046 301,301

減価償却費   7,216 4,509 13,522

退職給付引当金の増
加額 

  5,192 3,878 9,438

賞与引当金の増減額
(△減少) 

  8,200 6,970 △370

貸倒引当金の増加額   775 － 775

受取利息及び受取配
当金 

  △27,750 △64,310 △60,871

為替差益   △4,087 △2,455 △2,605

投資有価証券売却益   △54,234 △40,270 △91,430

投資有価証券売却損   － － 300

固定資産除却損    － － 129

デリバティブ評価損   9,101 － 9,101

営業未収入金の増減
額（△増加） 

  42,495 65,598 △4,482

たな卸資産の増加額   △146 △6,066 △288

旅行前払金の増減額
（△増加） 

  △221,625 △380,618 50

未収消費税等の減少
額 

  8,241 2,432 2,046

その他の流動資産の
増減額(△増加額) 

  △44,272 242 △1,560

その他の投資その他
の資産の増減額（△
増加） 

  449 506 △1,814

営業未払金の増加額   153,836 157,832 52,077

旅行前受金の増加額   665,914 756,561 171,787

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

その他の流動負債の
増減額（△減少） 

  12,509 △1,174 △10,773

 役員賞与金支払額   － △4,000 －

小計   708,127 677,683 386,335

利息及び配当金の受
取額 

  27,125 63,279 56,823

法人税等の支払額   △3,273 △116,019 △31,344

法人税等の還付額   44,412 － 44,412

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  776,392 624,944 456,227

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  － － △53,376

定期預金の払戻によ
る収入 

  － － 53,363

投資有価証券の取得
による支出 

  △471,392 △295,534 △694,012

投資有価証券の売却
による収入 

  841,656 609,970 1,124,223

有形固定資産の取得
による支出 

  △1,132 △383 △2,417

無形固定資産の取得
による支出 

  △4,980 △1,063 △4,980

保険の積立による支
出 

  － － △11,142

貸付による支出   △1,420,337 － △1,420,337

貸付金の回収による
収入 

  7,403 65,397 12,997

敷金及び保証金の差
入による支出 

  － △810 －

敷金及び保証金の返
還による収入 

  200 550 203

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,048,582 378,127 △995,478

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

配当金の支払額   △48,899 △106,375 △48,899

自己株式の取得によ
る支出 

  － － △73

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △48,899 △106,375 △48,973

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  2,256 2,748 1,731

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（△減少額） 

  △318,833 899,444 △586,492

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,204,552 1,618,059 2,204,552

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 1,885,718 2,517,503 1,618,059

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社はすべて連結されており

ます。 

同左 同左 

   当該連結子会社は、株式会社ニ

ッコウ企画１社であります。 

    

２．持分法の適用に関する事

項 

 関連会社はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社の中間期の末日は、

中間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左 連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法

により算定） 

  時価のないもの 

 総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

(3）たな卸資産 

貯蔵品 

同左 

(3）たな卸資産 

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

なお主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物及び構築物 

６～51年 

器具備品及び運搬具 

３～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用ソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生した連結会計年度から費用処

理することとしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生した連結会計年度

から費用処理することとしてお

ります。 

(4）収益及び費用の計上基

準 

 航空券のみの販売を除く旅行に

関する営業収益及び営業原価は、

帰着日基準で、航空券のみの販売

による営業収益及び営業原価は、

出発日基準で計上しております。 

同左 同左 

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。また、為替予約等が付さ

れている外貨建金銭債権債務に

ついては振当処理を行っており

ます。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 外貨預金及びデリバティブ

取引（為替予約取引及び通貨

スワップ取引） 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

     同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

 海外仕入による外貨建買入

債務及び外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）ヘッジ方針 

 為替リスクを回避する目的

で、仕入債務の支払の一部につ

いてキャッシュ・フローを固定

化しております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

を比較し、両方の変動額を基礎

にして判定しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税及び仮受消

費税は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

(1）消費税等の会計処理 

      同左 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっており、

控除対象外消費税及び地方消費

税は、当連結会計年度の費用と

して処理しております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手持現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

        ―――――― 

  

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会平成14年８月９日) )及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計規準適用指針第６号 平成15年10月31日)

を適用しております。これによる損益に与

える影響はありません。 

  

         ―――――― 

  



表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 「長期貸付金」は、前中間連結会計期間末は、投資そ

の他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間末において資産の総額の100分の

５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「長期貸付金」の金額

は43,611千円であります。 

            ───── 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
  （平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

178,042千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

184,586 千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

180,669千円であります。 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

給与手当 143,294千円

地代・家賃 58,605千円

広告宣伝費 21,155千円

支払手数料 48,489千円

減価償却費 4,810千円

賞与引当金繰入額 25,947千円

退職給付引当金繰入額 4,823千円

給与手当    148,626千円

地代・家賃 58,720千円

広告宣伝費  19,387千円

支払手数料 48,346千円

減価償却費  3,916千円

賞与引当金繰入額 24,499千円

退職給付引当金繰入額 5,183千円

給与手当 329,979千円

地代・家賃 117,288千円

広告宣伝費 50,867千円

支払手数料 109,276千円

減価償却費 9,870千円

賞与引当金繰入額 19,030千円

退職給付引当金繰入額 9,823千円

※２      ───── ※２     ───── ※２  固定資産除却損の内訳は、器具・備  

品の除却129千円であります。     

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定 681,352千円

有価証券勘定（ＭＭＦ等） 1,267,719千円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金 
△53,363千円

株式及び償還期間が３ヶ月

を超える債券等 
△9,990千円

預金及び現金同等物 1,885,718千円

現金及び預金勘定 1,744,039千円

有価証券勘定（ＭＭＦ等）  1,075,279千円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金 
 △53,376千円

株式及び償還期間が３ヶ月

を超える債券等 
△248,438千円

預金及び現金同等物 2,517,503千円

現金及び預金勘定 844,662千円

有価証券勘定（ＭＭＦ等）  926,773千円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金 
△53,376千円

株式及び償還期間が３ヶ月

を超える債券等 
△100,000千円

預金及び現金同等物 1,618,059 千円



（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間末 （平成16年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く） 

（注） 前中間連結会計期間における減損処理はありません。 

 なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認め

られた額について減損処理を行なっております。 

  
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 196,757 201,581 4,823 

(3）その他 50,000 50,996 996 

合計 246,757 252,577 5,820 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 488,945 410,954 △77,991 

(2）債券       

国債・地方債 － － － 

社債 6,959 9,990 3,030 

その他 － － － 

(3）その他 460,317 450,759 △9,557 

合計 956,221 871,704 △84,517 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 5,400 

マネーマネージメントファンド 795,832 

フリーファイナンシャルファンド 461,897 



 当中間連結会計期間末 （平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く） 

（注） 当中間連結会計期間における減損処理はありません。 

 なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認め

られた額について減損処理を行なっております。 

  
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

(1）国債・地方債等 ― ― ― 

(2）社債 198,438 201,209 2,770 

(3）その他 50,000 51,040 1,040 

合計 248,438 252,249 3,810 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 581,860 488,792 △93,068 

(2）債券       

国債・地方債 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3）その他 60,600 62,574 1,974 

合計 642,240 551,366 △91,094 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

マネーマネージメントファンド 767,502 

フリーファイナンシャルファンド 59,338 



前連結会計年度末 （平成17年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く） 

 （注） 前連結会計年度における減損処理はありません。 

     なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。 

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）国債・地方債等 ― ― ― 

(2) 社債 197,595 202,139 4,543 

(3) その他 50,000 51,012 1,012 

合計 247,595 253,151 5,555 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 406,663 309,876 △96,787 

(2）債券 ― ― ― 

国債・地方債 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3)その他 523,447 543,601 20,155 

合計 930,110 853,477 △76,632 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

マネーマネージメントファンド 767,436 

フリーファイナンシャルファンド 59,337 



（デリバティブ取引関係） 

     前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

     中間期末残高がないため、該当事項はありません。 

     当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

     中間期末残高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

連結会計年度末残高がないため、該当事項はありません。 

  

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当社及び連結子会社は、海外旅行並

びにそれに関連する企画宣伝・情報誌の編集・旅行傷害保険等の総合的サービスを行う、いわゆる旅行業という

同一セグメントに従事しており、当該事業以外に事業種類がないため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連

結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外営業収益】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外営業収益は連結営業収益の10％

未満のため、記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 819.50円 418.66円  419.30円 

１株当たり中間（当期）純利

益金額 
17.40円  11.24円  17.78円 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額 

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益の金額については、

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益の金額については、

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 当社は、平成16年10月20日付け

で株式１株につき２株の株式分割

を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前中間

連結会計期間における１株当たり

情報については、下記のとおりと

なります。 

１株当たり純資産額    409.75円 

１株当たり中間純利 

 益金額         8.70円 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の金額については、

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 当社は、平成16年10月20日付け

で株式１株につき２株の株式分割

を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首の

前連結会計年度における一株当た

り情報については、下記のとおり

であります。 

  

 １株当たり純資産額   414.36円 

 １株当たり当期純利 

 益金額         7.83円 

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 85,089 109,925 177,844 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 4,000 

（うち、利益処分による役員賞与金

額） 
（－） （－） （4,000 ）

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
85,089 109,925 173,844 

期中平均株式数（株） 4,889,922 9,779,726 9,779,818 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 平成16年７月20日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しております。 

１．平成16年10月20日付で普通株式１

株につき2株に分割しております。 

 (1) 分割により増加する株式数  

  普通株式  4,890,000株 

 (2) 分割方法 

 平成16年８月31日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載された株主の所

有株式数を、１株につき２株の割合を

もって分割しております。 

２. 配当起算日 

  平成16年10月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間会計期間及び前

事業年度における１株当たり情報並び

に当期首に行われたと仮定した場合の

当中間会計期間における１株当たり情

報は、それぞれ以下のとおりでありま

す。 

       ─────        ───── 

前中間連結会
計期間 

当中間連結会
計期間 

前連結会計年
度 

 １株当たり
純資産額 
  387.04円 

 １株当たり
純資産額 
  409.75円 

 １株当たり
純資産額 
  414.36円 

 １株当たり
中間純損失金
額 
   14.69円 

 １株当たり
中間純利益金
額 
   8.70円 

 １株当たり
当期純利益金
額 
   7.83円 

 なお、潜在株

式調整後１株

当たり中間純

利益の金額に

ついては、潜

在株式が存在

しないため記

載しておりま

せん。 

同左   なお、潜在

株式調整後１

株当たり当期

純利益の金額

については、

潜在株式が存

在しないため

記載しており

ません。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   676,790   1,737,102 838,543   

２．営業未収入金   85,143   66,522 132,120   

３．有価証券   1,249,899   1,057,456 908,952   

４．たな卸資産   2,430   8,639 2,572   

５．旅行前払金   311,797   469,565 91,527   

６．繰延税金資産   38,895   31,827 22,037   

７．その他   173,007   381,061 178,719   

８．貸倒引当金   △60   △60 △60   

流動資産合計     2,537,904 45.2 3,752,115 61.0   2,174,413 42.8

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物   60,549   56,521 58,423   

(2) その他   53,418   50,009 51,641   

計   113,968   106,530 110,064   

２．無形固定資産   20,203   19,427 18,956   

３．投資その他の資
産 

          

(1) 投資有価証券   1,161,635   599,022 1,048,192   

(2) 長期貸付金   1,394,097   1,263,302 1,328,699   

(3) 保険積立金   135,954   147,427 147,427   

(4) 敷金及び保証金   194,671   194,830 194,863   

(5) 繰延税金資産   50,550   57,634 49,380   

(6) その他   6,334   7,775 8,267   

(7) 貸倒引当金   △775   △775 △775   

計   2,942,468   2,269,216 2,776,055   

固定資産合計     3,076,640 54.8 2,395,173 39.0   2,905,077 57.2

資産合計     5,614,544 100.0 6,147,289 100.0   5,079,490 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．営業未払金   301,603   353,965 193,829   

２．未払法人税等   97,357   80,331 120,999   

３．旅行前受金   1,007,019   1,269,453 512,892   

４．賞与引当金   32,170   30,570 23,600   

６．その他   85,925   230,761 38,504   

流動負債合計     1,524,077 27.1 1,965,082 32.0   889,825 17.5

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   60,020   68,144 64,265   

固定負債合計     60,020 1.1 68,144 1.1   64,265 1.3

負債合計     1,584,097 28.2 2,033,226 33.1   954,090 18.8

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     932,550 16.6 932,550 15.2   932,550 18.4

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   911,300   911,300 911,300   

資本剰余金合計     911,300 16.2 911,300 14.8   911,300 17.9

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   41,000   41,000 41,000   

２．任意積立金   2,089,900   2,146,600 2,089,900   

３．中間（当期）未
処分利益 

  101,646   132,600 192,380   

利益剰余金合計     2,232,546 39.8 2,320,200 37.7   2,323,280 45.7

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    △45,842 △0.8 △49,806 △0.8   △41,549 △0.8

Ⅴ 自己株式     △106 △0.0 △180 △0.0   △180 △0.0

資本合計     4,030,447 71.8 4,114,063 66.9   4,125,400 81.2

負債・資本合計     5,614,544 100.0 6,147,289 100.0   5,079,490 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益     2,172,043 100.0 2,281,279 100.0   4,755,687 100.0 

Ⅱ 営業原価     1,669,298 76.9 1,758,450 77.1   3,686,389 77.5

営業総利益     502,745 23.1 522,829 22.9   1,069,298 22.5

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    451,744 20.8 456,387 20.0   938,519 19.7

営業利益     51,000 2.3 66,441 2.9   130,778 2.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   105,321 4.8 111,572 4.9   179,478 3.7

Ⅴ 営業外費用 ※２   9,877 0.4 － －   10,177 0.2

経常利益     146,444 6.7 178,013 7.8   300,080 6.3

Ⅵ 特別損失 ※３   － － 2,481 0.1   129 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

    146,444 6.7 175,532 7.7   299,950 6.3

法人税、住民税
及び事業税 

  95,451   79,410 143,143   

法人税等調整額   △35,064 60,386 2.8 △12,375 67,035 2.9 △19,984 123,159 2.6

中間（当期）純
利益 

    86,057 3.9 108,497 4.8   176,791 3.7

前期繰越利益     15,588 24,103   15,588 

中間（当期）未
処分利益 

    101,646 132,600   192,380 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

 総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

貯蔵品   

 最終仕入原価法 

(3）たな卸資産 

貯蔵品    

同左 

(3）たな卸資産 

貯蔵品    

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。なお主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 

６～51年 

器具備品及び運搬具 

３～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用ソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生した事業年度末から

費用処理することとしており

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生した事

業年度から費用処理すること

としております。 

４．収益及び費用の計上基準  航空券のみの販売を除く旅行に

関する営業収益及び営業原価は、

帰着日基準で、航空券のみの販売

による営業収益及び営業原価は、

出発日基準で計上しております。 

同左 同左 

５．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。また、為替予約等が

付されている外貨建金銭債権

債務については振当処理を行

っております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 外貨預金及びデリバティブ

取引（為替予約取引及び通貨

スワップ取引） 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

     同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

 海外仕入による外貨建買入

債務及び外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 為替リスクを回避する目的

で、仕入債務の支払の一部に

ついてキャッシュ・フローを

固定化しております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、両方の変動

額を基礎にして判定しており

ます。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税及び仮受消費

税は相殺のうえ、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

(1) 消費税等の会計処理 

      同左 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、

当事業年度の費用として処理して

おります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

       ―――――――  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日) )及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計

規準運用指針第６号 平成15年10月31日)を

適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

       ――――――― 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 「長期貸付金」は、前中間会計期間末は、投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間会計期間末において資産の総額の100分の５を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「長期貸付金」の金額は

43,611千円であります。 

            ───── 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
178,042千円        184,586千円        180,669千円 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重要

なもの 

      

受取利息 

有価証券利息 

受取配当金 

投資有価証券売却益 

為替差益 

受取オプション料 

－千円

3,498 

23,746 

 54,234 

 9,468 

 1,818 

     25,042千円

3,470 

    35,595 

    40,270 

 2,002 

－ 

      26,185千円

6,997 

     27,684 

     91,430 

  8,406 

     1,818 

※２．営業外費用のうち重要

なもの 

      

デリバティブ評価損 9,101千円     － 千円       9,101千円

※３．特別損失のうち重要な

もの 

      

役員退職慰労金 

器具・備品の除却 

－ 千円

－    

2,481千円

－   

     －千円

129  

 ４．減価償却実施額       

有形固定資産 

無形固定資産 

4,810千円

2,406 

     3,916千円

   592 

      9,870千円

     3,652 



（リース取引関係） 

 該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 824.24円       420.67円      421.42 円 

１株当たり中間（当期）純利

益金額 
17.60円      11.09円      17.67円 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益の金額については、

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益の金額については、

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 当社は、平成16年10月20日付け

で１株につき２株の株式分割を行

っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前中間

会計期間における１株当たり情報

については、下記のとおりとなり

ます。 

  

１株当たり純資産額  412.12円 

１株当たり中間純利 

 益金額         8.80円 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の金額については、

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 当社は、平成16年10月20日付け

で１株につき２株の株式分割を行

っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前事業

年度における１株当たり情報につ

いては、下記のとおりでありま

す。 

  

 １株当たり純資産額  416.46円 

 １株当たり当期純利 

 益金額                8.25円 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 86,057 108,497 176,791 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 4,000 

（うち、利益処分による役員賞与金

額） 
（－） （－） （4,000） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
86,057 108,497 172,791 

期中平均株式数（株） 4,889,922 9,779,726 9,779,818 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 平成16年７月20日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しております。 

１．平成16年10月20日付で普通株式１

株につき2株に分割しております。 

 (1) 分割により増加する株式数  

  普通株式  4,890,000株 

 (2) 分割方法 

 平成16年８月31日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載された株主の所

有株式数を、１株につき２株の割合を

もって分割しております。 

２. 配当起算日 

  平成16年10月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間会計期間及び前

事業年度における１株当たり情報並び

に当期首に行われたと仮定した場合の

当中間会計期間における１株当たり情

報は、それぞれ以下のとおりでありま

す。 

       ─────        ───── 

前中間会計期
間 

当中間会計期
間 

前事業年度 

 １株当たり
純資産額 
  389.11円 

 １株当たり
純資産額 
  412.12円 

 １株当たり
純資産額 
  416.46円 

 １株当たり
中間純損失金
額 
   14.43円 

 １株当たり
中間純利益金
額 
   8.80円 

 １株当たり
当期純利益金
額 
   8.25円 

 なお、潜在株

式調整後１株

当たり中間純

利益の金額に

ついては、潜

在株式が存在

しないため記

載しておりま

せん。 

同左   なお、潜在

株式調整後１

株当たり当期

純利益の金額

については、

潜在株式が存

在しないため

記載しており

ません。 

  



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第29期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

(2）自己株券買取状況報告書 

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月12日  財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月６日  財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月７日  財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月27日）平成17年７月11日  財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年６月28日 至 平成17年６月30日）平成17年７月11日  財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日）平成17年８月５日  財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年９月15日  財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月５日  財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年12月５日  財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月５日  財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書   

  平成16年12月17日

株式会社ニッコウトラベル       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 永田 高士  印 

  
関与社員
業務執行社員

  公認会計士 吉田 英司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ニッコウトラベルの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ニッコウトラベル及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

  平成17年12月16日

株式会社ニッコウトラベル       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 松本 保範  印 

  
関与社員
業務執行社員

  公認会計士 吉田 英司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ニッコウトラベルの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ニッコウトラベル及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

  平成16年12月17日

株式会社ニッコウトラベル       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 永田 高士  印 

  
関与社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉田 英司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ニッコウトラベルの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第29期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ニッコウトラベルの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

  平成17年12月16日

株式会社ニッコウトラベル       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 松本 保範  印 

  
関与社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉田 英司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ニッコウトラベルの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第30期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ニッコウトラベルの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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